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１．１．調査の背景と目的調査の背景と目的
○対象とする地域交通○対象とする地域交通

鉄道・軌道，バス，タクシー等鉄道・軌道，バス，タクシー等

・中核都市クラスより人口規模の少ない市町村・中核都市クラスより人口規模の少ない市町村

・大都市圏の郊外縁辺部の市町村・大都市圏の郊外縁辺部の市町村

地域住民の日常交通地域住民の日常交通

地域生活の基盤（生活圏）地域生活の基盤（生活圏）
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１．１．調査の背景と目的調査の背景と目的
○調査の背景○調査の背景

１．自家用車の普及と公共交通の衰退１．自家用車の普及と公共交通の衰退

・自動車交通の発展（・自動車交通の発展（19601960年代後半以降）年代後半以降）

・公共交通サービスの独立採算制の維持は困難・公共交通サービスの独立採算制の維持は困難

２．赤字補填による公共交通事業の維持２．赤字補填による公共交通事業の維持

・公共財源による公共交通支援が不可避・公共財源による公共交通支援が不可避

３．規制緩和に伴う自治体の３．規制緩和に伴う自治体の役割役割の変化の変化

・・参入，撤退が自由になり過当競争や生活の足がなくなる場合がある参入，撤退が自由になり過当競争や生活の足がなくなる場合がある

・・交通施策全般に係わる交通施策全般に係わる必要必要が出てきたが出てきた
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１．１．調査の背景と目的調査の背景と目的
○調査の目的○調査の目的

３３．公共交通施策の先進事例紹介．公共交通施策の先進事例紹介

１．自治体の役割について整理１．自治体の役割について整理

これからの地域交通においてこれからの地域交通において

２２.. 交通施策を実現する交通施策を実現する手順の手順の提案提案
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構構 成成

地域交通の現状地域交通の現状

規制緩和規制緩和とと特区について特区について

地域交通の課題地域交通の課題

これからの地域交通と自治体の役割これからの地域交通と自治体の役割

地域交通施策の検討手順地域交通施策の検討手順

事例紹介事例紹介

まとめまとめ
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２．２．地域交通の現状地域交通の現状
22--1.1.自動車保有台数推移自動車保有台数推移
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２．２．地域交通の現状地域交通の現状
22--22自家用乗用車保有台数の伸び自家用乗用車保有台数の伸び

［資料：数字でみる自動車］
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22--33.. １１人あたり自家用乗用車台数人あたり自家用乗用車台数

［資料：数字でみる自動車、住民基本台帳人口］
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22--44 地方鉄道輸送人員の推移地方鉄道輸送人員の推移

［資料出典：『地方鉄道復活へのシナリオ』］

※『『地方鉄道復活へのシナリオ地方鉄道復活へのシナリオ』』で定義した民鉄・第三セクター鉄道で定義した民鉄・第三セクター鉄道9494社の合計社の合計
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22--55 乗合バス輸送人員乗合バス輸送人員

［資料：自動車交通局］

乗合バスは乗合バスは19701970年以降，年以降，

漸減傾向漸減傾向

3030年間で半減年間で半減
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22--66 地域別乗合バス輸送人員地域別乗合バス輸送人員

［資料：自動車交通局］

３大都市圏では３大都市圏では

9090年以降減少傾向年以降減少傾向

その他地域ではその他地域では

7070年代から減少傾向年代から減少傾向
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22--77 乗合バスの休止キロの推移乗合バスの休止キロの推移

［資料：自動車交通局］
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22--88 乗合バス乗合バス収支率（経常収入収支率（経常収入÷÷経常支出）の推移経常支出）の推移

［資料：国土交通省自動車交通局］

合計合計

公営は公営は80%80%以下以下
漸減傾向が近年横ばい漸減傾向が近年横ばい

民営は民営は94%94%
近年はやや増加傾向近年はやや増加傾向
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３．規制緩和と特区について３．規制緩和と特区について
33--1.1.規制緩和の規制緩和の目的目的

旅客輸送サービスの供給を自由化

交通事業者の
創意工夫

市場における公
正な競争

利用者が高質のサー
ビスを享受

サービスの多様化や高度化、運賃の多様
化や低廉化等

需給調整規
制の撤廃
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３．規制緩和と特区について３．規制緩和と特区について
33--22..地域地域のの公共輸送特性と公共輸送特性と特区について特区について
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３．規制緩和と特区について３．規制緩和と特区について
3-4..構造改革特区認定状況（１）構造改革特区認定状況（１）
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３．規制緩和と特区について３．規制緩和と特区について
3-4..構造改革特区認定状況構造改革特区認定状況（２）（２）
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４．４．地域交通の課題地域交通の課題
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55--11 国・県・市の役割の変化国・県・市の役割の変化

５５．これからの地域交通と自治体の役割．これからの地域交通と自治体の役割
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55．これからの地域交通と自治体の役割．これからの地域交通と自治体の役割

■その１ 交通ビジョンの提示
どういう立場で生活の足を維持するか
交通手段（自動車，バス，タクシー）を活用するか

■その２ 地域交通の計画づくり
交通ビジョンを踏まえた公共交通計画の策定
少ない費用負担で効果的な施策実現

■その３ Plan-Do-See（計画・実行・評価）サイクル構築
地域住民・団体が運営主体となる多彩な運行方式の選定
Plan-Do-Seeを構築し持続性のある「地域交通」の実現

55--22．総合的な交通施策への関与．総合的な交通施策への関与
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66．地域交通施策の検討手順．地域交通施策の検討手順
66--11 まちづくり・交通ビジョンのまちづくり・交通ビジョンの提示提示

ビジョンとはビジョンとは

→行政が目指すまちづくりの目標像→行政が目指すまちづくりの目標像

→→生活交通確保の方向性

ビジョン策定の意義ビジョン策定の意義

①①まちづくり・交通施策方針の内外への公表まちづくり・交通施策方針の内外への公表

②②基本的考え方基本的考え方としてとして関係主体間で認識共有化関係主体間で認識共有化

③③住民や交通事業者との協働体制づくりの円滑化住民や交通事業者との協働体制づくりの円滑化
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6.6. 地域交通施策の検討手順地域交通施策の検討手順
66--22 基礎的ニーズの把握基礎的ニーズの把握

観測可能な実際の交通パターン
地域の環境条件
と個人の交通条
件により狭めら
れる

本来の基礎的ニーズ

アンケート，グループインタビューアンケート，グループインタビュー

交通ビジョン交通ビジョン 地域交通施策検討地域交通施策検討
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６．自治体による地域交通施策の検討６．自治体による地域交通施策の検討
66--33..地域交通施策の検討地域交通施策の検討

地域交通施策のターゲットの絞り込み地域交通施策のターゲットの絞り込み
→ビジョンの実現化→ビジョンの実現化

実施計画策定と交通需要推計による事前評価実施計画策定と交通需要推計による事前評価

導入が考えられる施策の整理導入が考えられる施策の整理
1)1) 交通機関（車両）交通機関（車両）選択選択

2)2) 運行形態運行形態

3)3) 運営・運行主体運営・運行主体

4)4) 費用負担方法費用負担方法
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6.6. 地域交通施策の検討手順地域交通施策の検討手順
66--44 施策の実施と評価・見直し施策の実施と評価・見直し

基礎的ニーズの充足状況モニタリング基礎的ニーズの充足状況モニタリング

施策の施策のPRPRによる周知を図り、事後評価を行って、による周知を図り、事後評価を行って、
問題点や課題を整理問題点や課題を整理

事後評価・見直しにあたっては、地域住民を交え事後評価・見直しにあたっては、地域住民を交え
た体制づくりが望まれるた体制づくりが望まれる

地域交通施策の実施または実証運行地域交通施策の実施または実証運行

施策の事後評価と見直し施策の事後評価と見直し
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６６．地域交通施策の検討手順．地域交通施策の検討手順
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７．７． 事例紹介事例紹介

［出典］富山市総合的都市交
通体系マスタープラン

先進２１事例の分類先進２１事例の分類

盛岡市など盛岡市など1919例例３．交通施策立案３．交通施策立案

鈴鹿市など鈴鹿市など2121例例４．施策の実施４．施策の実施

豊田市など豊田市など1414例例５．施策の評価５．施策の評価

龍ヶ崎市など龍ヶ崎市など1515例例２．基礎的ニーズ把握２．基礎的ニーズ把握

富山市など９例富山市など９例１．交通ビジョンの確立１．交通ビジョンの確立

事例数事例数施策の特徴施策の特徴
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７．７． 事例紹介事例紹介

［出典］富山市総合的都市交
通体系マスタープラン

事例１：交通ビジョンと公共交通計画事例１：交通ビジョンと公共交通計画

（富山市）（富山市）

事例事例22：ニーズ把握を踏まえた：ニーズ把握を踏まえた

公共交通計画（龍ヶ崎市）公共交通計画（龍ヶ崎市）

事例事例33：ニーズ把握と実証運行（鈴鹿市）：ニーズ把握と実証運行（鈴鹿市）
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◎竜ヶ崎駅◎竜ヶ崎駅

２）公共交通２）公共交通計画計画

｢｢民間でフォローできないところを市が対応民間でフォローできないところを市が対応｣｣

【【事例２：龍ケ崎市事例２：龍ケ崎市】】

［出典］龍ケ崎市資料

常
磐
線
常
磐
線

関東鉄道竜ヶ崎

関東鉄道竜ヶ崎線線

関東鉄道バス

関東鉄道バス

関東鉄道バス関東鉄道バス

｢｢民間で対応できるところには市は関与しない民間で対応できるところには市は関与しない｣｣
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御清聴ありがとうございました。御清聴ありがとうございました。


